
平成２５年４月教育委員会会議の要旨 

 

 

１ 日  時  

  平成２５年４月２５日（木） 

    開会 １４時    閉会１５時３０分 

 

２ 場  所 

  教育庁教育委員会室 

 

３ 出席委員 

  委員長              村上 智真 

  委員長職務代理者         稲野 靖枝 

  委員               岡野 芳子 

  委員               中田 範夫 

  委員（教育長）          田邉 恒美 

 

４ 欠席委員 

  委員長職務代理者         山縣 俊郎 

 

５ 出 席 者 

  教育次長             上野 清 

  教育次長             竹本 芳朗 

  審議監              小西 哲也 

  審議監              河村 行則 

  教育政策課長           河村 邦彦 

  教職員課長            廣川 晋 

  義務教育課長           清時 崇文 

  高校教育課長           岩本 龍治 

  特別支援教育推進室次長      石本 正之 

  社会教育・文化財課長       藤村 恭久 

  世界ｽｶｳﾄｼﾞｬﾝﾎﾞﾘｰ開催支援室次長  河村 祐一 

  人権教育課長           尾﨑 敬子 

  学校安全・体育課長        栗林 正和 

  教育政策課企画監         濵井 昭巳 

  やまぐち総合教育支援センター次長 十河 悟 

 

 

 

 



 
 

 

議案第１号『山口県教育委員会表彰規則による表彰について（報告承認）』 
 

 【概要】 

  宇部市立東岐波小学校教諭 米田
よ ね だ

 隆
たか

久
ひさ

に対して、教育長が臨時に代理して永年精

勤として表彰したことを報告し、承認された。 
 

 議案第２号『平成２５年度山口県教科用図書選定審議会に対する諮問について』 
 

 【概要】 

   標記の審議会に対し、義務教育諸学校において平成２６年度から使用する教科用図 

書選定に関する採択の基準及び採択関係者に提示する選定に必要な資料について諮問 

することについて審議され、承認された。 

 

 

 

 ◆『体罰に関する調査結果と今後の対応』について協議した。 
 

【概要】 

   １ 体罰に関する調査について 

（１）概要 

  ① 調査対象 

      県内の公立小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校の 

      児童生徒、保護者及び教職員 
 

    ② 対象期間 

      平成２４年４月１日～平成２５年３月１５日 
 

    ③ 調査方法 

      児童生徒及び保護者に対しては、調査用紙を配付し回答は厳封の上で、校

長への提出を求めた。調査用紙の提出に代えて、校長又は教頭への電話連絡

も可能とした。 
 

    ④ 調査内容 

      学校生活における教職員による児童生徒に対する体罰の有無、有りの場合

にはその具体的内容、保護者に対しては、さらに他の児童生徒の体罰につい

て見聞きしたこと、体罰についての意見など 
 

    ○市町立小中学校については、調査状況を校長から市町教育委員会に報告し、

市長教育委員会で取りまとめて県教育委員会に報告した。 

    ○県立学校については、調査状況を校長から県教育委員会に報告した 

 

 

 協 議 事 項 

 議 案 



  （２）調査結果 

     報告から判断する限りにおいて体罰と考えられる事案 ５３件 

     [校種別内訳] 

      小学校１３件、中学校３２件、高等学校及び特別支援学校８件 

 

  ２ 今後の対応について 

  （１）体罰と考えられる事案に係る対応 

     個々の事案について事実関係を確認した上で、体罰行為の経緯や態様等を総

合的に判断して厳正に対処する。 

 

  （２）今後の取組 

    ○今後開催することとしている「体罰問題検討会議（仮称）」において、体罰

の未然防止や早期発見・早期対応の効果的な方策について意見を聴取する。 

    ○「体罰問題検討会議（仮称）」の意見を踏まえ、体罰根絶に向けて次の視点

で具体的な方策を検討し、市町教育委員会及び関係団体と連携しながら、取

組を進めていく。 

      ・教職員の意識の向上 

      ・児童生徒一人ひとりに応じた適切な生徒指導の推進 

      ・部活動指導の工夫・改善 

      ・児童生徒や保護者が相談しやすい教育相談体制の一層の充実 等 

 

【 質 疑 】 

 ○村上委員 長：５３件という数は、他県の数と比較してどうか。 

 ●教職員課 長：まだ、全都道府県のとりまとめがされていないため、現在のところ比

較は難しい。 

 ○稲 野 委 員：事実関係の把握の仕方や総合的に判断するに当っての判断基準が大切

である。５３件の事実関係の把握の仕方について具体的な配慮の方法

や確認の仕方、判断基準の考えは固まっているのか。 

 ●教職員課 長：事実関係の把握の仕方については、被害を受けた生徒及び体罰を行っ

たという教員に対して守秘義務に配慮しながら個別に、可能な限り細

かい状況把握を行っている。 

         実際に体罰に当るかどうかについては、個々の事案毎に児童・生徒の

年齢、発達状況、懲戒等の対応の諸条件等を総合的に勘案して最終的

な判断を行いたい。 

 ○岡 野 委 員：体罰問題検討会議はいつまでに、どのようなメンバーで、どういう位

置付けでつくろうとしているのか。 

 ●教職員課 長：例えば、弁護士やカウンセラーといった外部の方々や、市町教委、学

校関係者に参加を求め、できる限り早い時期に会議を持ちたい。 

         会議は県教委で立ち上げ、これまでの取組の検証や今後必要な対策等

を協議してもらい、その上で県教委としての方向性を定め、市町教委、



学校等へ指導・周知していきたい。 

 ○稲 野 委 員：教職員の意識の向上については、体罰・指導的な行為というものの認

識を明確にして、どのような形で浸透させて行くかが非常に大事。 

         行為自体が児童生徒に対して、何を求めて、どこを改善させようとし

て行っている行為なのかが誰が見ても明確である必要がある。 

 ●教職員課 長：教員は児童生徒への指導にあたっては、常に指導力の向上に努めなけ

ればならないのが大原則と認識している。注意する、叱るといった懲

戒権による行使が必要な場面でも、体罰に頼ることなく、粘り強く指

導していける指導力を身につけなければならない。 

体罰と指導の区別については、起こった事例を整理して、それらを基

に研修等ができるような工夫に努めていきたい。 

 ○稲 野 委 員：教員養成の過程から、体罰はいけないという認識を育てるためにも、

大学等とも連携して、研修を行う等の取組を進めていただきたい。 

 ●教職員課 長：現在、大学との間で、教員の養成について、新たな連携した取組を立

ち上げようとしている。こうした取組の中で、人権意識をしっかり持

った教員が育っていくようにしたい、 

 ○岡 野 委 員：先生と生徒、保護者との信頼関係が重要。日頃のコミュニケーション

をいかにとるかというのも考えていかなければならない。 

         また、現在上がっている事例に対して保護者と学校とが既に対応して

いるという例も教えていただきたい。 

 ●教職員課 長：信頼関係をつくるためには、情報をしっかりと共有することが必要。

保護者会やＰＴＡ総会等で学校の取組をしっかりと伝えていくことが

大切と認識している。 

         今回の５３件については、体罰に対する厳しいご意見もあったが、多

くは、既に学校が対応しており、中には保護者としては特に体罰とは

捉えていないとか、子どもにも非があったので特に問題にする気はな

いといったご意見もいただいている。 

         今後も体罰はあってはならないという基本認識の下、平素の信頼関係

醸成に努めていきたい。 

 ○岡 野 委 員：生徒指導にあたって、先生が萎縮せずに生徒に注意・指導ができる指

導方法を県教委で示すべきではないか。 

 ●学校安全・体育課長：児童生徒と教員との信頼関係こそ体罰防止のベースになるものと認識

している。様々な研修の機会を通じて、教員が知識・スキルを習得し、

指導力ひいては人間力を高めることで、自信を持って生徒指導に当る

ことができるようになると認識している。 

 ○村上委員 長：教育長は本件に対して、どのようなご認識をお持ちか。 

 ●田邉教育 長：体罰と考えられる事案が５３件あったことは、重く受け止めている。 

         体罰は、児童生徒の人間としての尊厳や自尊心を著しく傷つける行為

であるとともに、教育の根幹である教職員と児童生徒との信頼関係を

損なう行為であり、絶対にあってはならないと認識している。 



         今回の５３件については、今後、詳細に事実関係を確認し、厳正に対

処して参りたい。 

         また、これまでも体罰については未然防止、早期発見、早期対応の取

組を行ってきたが、改めて、今回の調査結果、教育委員の御意見、体

罰問題検討会議の御意見を踏まえながら、市町教委・関係団体とも連

携して体罰根絶に向け、全力で取り組んで参りたい。 

 

【 主な意見 】 

 ○中 田 委 員：体罰問題検討会議が立ち上げられるのは良いことだと思う。 

         ただ、体罰ではないが、言葉や態度といった、子どもに対する直接の

接触がないプレッシャーのような部分も非常に厄介で、大きな問題の

一つである。 

 ○稲 野 委 員：教育場面でない相談窓口も必要。県下のいろいろな相談窓口と連携し

て、相談窓口を広げ、県として体罰を少なくする体制を整えていただ

きたい。 

 ○中 田 委 員：教職員の人数を増やすことができれば、もう少し丁寧に、しっかり言

葉で対応できるようになる面もあるのではないか。例えば、１つのク

ラスを２人で運営できれば、生徒や父兄との対話の時間も増え、相互

理解を進められるのではないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 

 ◆『平成２５年度全国学力・学習状況調査の概要』について、報告された。 
 

 【概要】 

  平成２５年４月２４日（水）に実施された平成２５年度全国学力・学習状況調査の

概要について、報告したもの。 

   １ 調査の目的 

    義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から、全国的な児童生徒の学

力や学習状況を把握・分析し、教育施策の成果と課題を検証し、その改善を図る

とともに、そのような取組を通じて、教育に関する継続的な検証改善サイクルを

確立する。また、学校における児童生徒への教育指導の充実や学習状況の改善等

に役立てる。 
 

  ２ 調査対象  

    小学校第６学年、中学校第３学年 
 

  ３ 調査実施校数 

    調査対象となる児童生徒が在籍する全ての公立小・中学校及び特別支援学校 

    ４６４校（小学校３０３校、特別支援学校（小学部）２校、中学校１５４校、 

         中等教育学校１校、特別支援学校（中学部）４校） 

    ※ 調査対象児童生徒数 約25,000人 
 
 

  ４ 調査内容 

  （１）児童生徒に対する調査 

    ① 教科に関する調査（国語、算数・数学） 

     ・主として「知識」に関する問題 

     ・主として「活用」に関する問題 

    ② 質問紙調査 

      学習意欲、学習方法、学習環境、生活の諸側面等に関する調査 

  （２）学校に対する質問紙調査 

     学校における指導方法に関する取組や学校における人的・物的な教育条件の 

    整備の状況等に関する調査 

  （３）追加調査 

    ① 経年変化調査（抽出調査・抽出校非公開） 

      同一問題による経年変化分析を行うため、全国で小学校２００校程度、中

学校２５０校程度が抽出され、各学校が１教科のみ実施。 

    ② 保護者に対する調査（抽出調査・抽出校非公開） 

      家庭状況と学力の相関等を把握するため、全国で小学校４５０校程度、中

学校４００校程度が抽出される。 

    ③ 教育委員会に対する調査（全数調査） 

 

 報 告 事 項 



◆『平成２５年３月新規高等学校卒業者求人・求職状況等』について、報告された。 

 【概要】 

  平成２５年３月末時点の新規高等学校卒業者に係る求人・求職状況を山口労働局 

 のデータから分析・報告したもの。 

 《主な内容》 

   ○  求人数は、昨年同期と比べ１７．２％、７７７人増の５，２８８人、就職希望

者は２．９％、９０人減の３，０１３人であった。 

   ○ 未内定者数は、昨年同期より４人増の３６人であった。 

○ 就職内定率は、昨年同期より０．２ポイント減少し、９８．８％であった。 

    

 《平成２５年度の就職支援対策》 

マッチング

の促進 

・若者就職支援センター等との連携 

・就職サポーター（３２人）、チーフ就職サポーター（３人）、

総合支援学校就職支援コーディネーター（３人）の設置 

 →求人開拓、情報収集・集約機能強化、広域マッチング等 求人開拓の

強化 
・企業訪問推進事業（管理職、教員による求人開拓） 

ガイダンス

の充実 
・雇用情勢や県内企業及び職種理解の促進の早期実施 

関係機関との連携・高校生緊急就職対策プロジェクトチーム会議の開催 
 

 

◆『「日本の近代化産業遺産群－九州・山口及び関連地域－」の国への推薦書案提出』に

ついて、報告された。 

 【概要】 

  平成２５年４月２３日（火）に会長である鹿児島県知事や本県教育長等８県１１市

の協議会委員等が、坂本哲志内閣府副大臣兼総務副大臣に推薦書案を提出したことを

報告したもの。 

 《県内構成資産》 

市 名 構成資産名 国指定文化財の有無 備 考 

 

 

萩 市 

 

 

萩反射炉         ○          

恵美須ヶ鼻造船所跡         ×         平成25年6月答申予定 

大板山たたら製鉄遺跡         ○          

萩城下町         ○          

松下村塾         ○          

 

《今後の取組》 

  ・平成２５年９月 国がユネスコ世界遺産委員会への推薦物件１件を選定 

  ・平成２６年２月 国が推薦書をユネスコ世界遺産委員会に提出 

  ・平成２６年８月 国際記念物遺跡会議（ICOMOS）の調査・審査 

  ・平成２７年７月 ユネスコ世界遺産委員会が決定 



◆『全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果』について、報告された。 

【概要】 

  平成２５年４月から７月にかけて実施された平成２４年度全国体力・運動能力、運

動習慣等調査の結果を基に、山口県の子どもたちの体力等の現状について、報告した

もの。 

 《主な内容》 

  １ 調査主体 

    文部科学省 
 

  ２ 調査期間 

    平成２４年４月～７月末（学校ごとに期日を設定） 
 

  ３ 調査対象  

    小学校第５学年、特別支援学校小学部第５学年 

中学校第２学年、中等教育学校第２学年、特別支援学校中学部第２学年 
 

  ４ 調査方式 

    文部科学省が抽出した学校における、調査対象に対する全国抽出調査 

    山口県は小学校８２校 対象児童3,089人、中学校４４校 対象生徒3,244人 

 

  ５ 調査事項 

  （１）児童・生徒に対する調査 

    ① 実技（８種目） 

      握力、上体起こし、長座体前屈、反復横とび、２０ｍシャトルラン（持久

走）、５０ｍ走、立ち幅とび、ソフトボール投げ（ハンドボール投げ） 

    （中学生は２０ｍシャトルランか持久走のいずれかを選択、またソフトボール

投げに代えてハンドボール投げを実施） 

    ② 質問紙調査 

運動習慣、生活習慣、食習慣等に関する質問紙調査 

  （２）学校に対する質問紙調査 

学校における子どもの体力向上に係る取組等に関する質問紙調査 

 

《結果の総評》 

  （１）実技 

    ① 児童生徒の体格の状況 

       小５、中２とも身長・体重・座高のいずれも全国平均を下回っており、全

国的に見ても小柄である。 

       一方、肥満傾向児、痩身傾向児の出現率は全国平均を下回り、身長と体重 

のバランスがとれている児童生徒が多い。 

    ② 児童生徒の体力の状況 

      敏捷性を必要とする「反復横とび」「５０ｍ走」及び持久力を必要とする

「２０ｍシャトルラン」「持久走」が全国平均以上である。 



      特に持久力は全国的にみても非常に高いレベルにある。 

      一方、筋力を必要とする「握力」、柔軟性を必要とする「長座体前屈」、

調整力を必要とする「立ち幅とび」では全国平均を下回っている。 

    ③ 体力合計点（実技８種目の結果をそれぞれ得点化し合計したもの） 

      中２女子は全国平均と同程度だが、その他は全国を下回っている。 

      本県の平成２２年度との比較でも、中２女子は向上したが、小５女子・中

２男子は同程度、小５男子は下回った。 

    ④ 体力総合評価（個人の体力合計点毎にＡ(優れている)～Ｅ(劣る)に分類し

たもの） 

      小５女子と中２女子でＣ（普通）以上の割合が全国平均を上回っている。 

     総じて、全国平均よりＣの割合が大きく、ＡやＥの割合が小さい。 

  （２）質問紙調査 

    ① 生活習慣の状況 

      「朝食を毎日食べる児童生徒の割合」は中２で全国平均を上回ったが、小

５は下回った。 

      「睡眠時間(小学生８時間以上、中学生６時間以上)の割合」は小５、中２

とも男子は全国平均を上回り、女子は下回った。 

      「生活習慣と体力の関連」では、朝食摂取と体力合計点には明らかな相関

がみられ、朝食を毎日食べている児童生徒は体力合計点が高い傾向にある。 

     ② 運動習慣の状況 

      「運動部やスポーツ少年団等に所属している割合」、「体育の授業以外に

週３日以上運動を行っている割合」は、概ね全国平均を上回っている。 

      また、「１日の平均運動実施時間」でも、概ね全国平均を上回っている。 

      「運動習慣と体力の関連」では、運動実施状況や１日の運動実施時間と体

力合計点には明らかな相関がみられ、週３日以上運動している児童生徒、１

日の運動実施時間が男子１２０分、女子６０分以上の児童生徒は体力合計点

が全国平均を上回っている。 
 
《今後の課題と取り組み》 

 

 （課題１）体力に関して全ての教職員の意識を高め、各学校での組織的な取組 

 （課題２）体育の授業以外に「１日６０分、週３日以上の運動」を目指した取組 

 （課題３）子どもの実態を踏まえた重点的な取組 

 （課題４）運動好きな子どもの育成に向けた取組 

 （課題５）より良い生活リズムの形成と定着による運動習慣の確立 

 

 

            体力向上に向けた取組の３つの柱 

  柱 １ 子どもの実態を踏まえた体育科・保健体育科授業の改善と充実 

柱 ２ 子どもの実態を踏まえた１校１取組（授業以外での取組）の推進 

柱 ３ 家庭・地域と連携した取組の促進 

 


